
旧喜多方市 　
収 入 済 額 支 出 済 額

８３億７，８３７万６千円 ６８億９，７００万８千円

国 民 健 康 保 険 事 業 ２１億６，８３１万１千円 ２３億９，２５１万５千円

老 人 保 健 事 業 ２９億８，６４０万円 ３３億３，０８０万８千円

介 護 保 険 事 業 １１億６，００５万１千円 １３億１９０万円

公 有 林 整 備 事 業  ０円 ８９１万７千円

西 部 土 地 区 画 整 理 事 業 ３１０万３千円 １億７，５２８万８千円

下 水 道 事 業 ２億１，７５６万７千円 ４億２，０７６万３千円

農 業 集 落 排 水 事 業 １，４０３万５千円 １，７０２万６千円

旧熱塩加納村 　　
収 入 済 額 支 出 済 額

２０億２，１７９万円 １４億９，１４７万３千円
国 民 健 康 保 険 ２億１，０９０万９千円 ２億４，９１９万６千円
老 人 保 健 ３億４，８８０万９千円 ３億７，７６７万円
介 護 保 険 １億７，８７６万８千円 １億８，４８４万７千円
簡 易 水 道 事 業 ４，２３２万４千円 ５，２７１万９千円
特定環境保全公共下水道事業 ２，１６０万６千円 ２億８，１２６万９千円
農 業 集 落 排 水 事 業 ４９９万９千円 １，２７１万７千円

旧塩川町 　　
収 入 済 額 支 出 済 額

２６億７，５６５万３千円 ２２億８，４８６万４千円
国 民 健 康 保 険 ５億７，０４７万８千円 ６億５，３３９万６千円
駒 形 財 産 区 ４０万２千円 ４２万８千円
老 人 保 健 ８億６，１７７万８千円 ９億１，９１５万３千円
駅 西 土 地 区 画 整 理 事 業 ９，１２５万２千円 ７，４３２万９千円
下 水 道 事 業 １億５，９７６万５千円 １億５，８６５万円
農 業 集 落 排 水 事 業 １，６０５万１千円 １，５１６万４千円
介 護 保 険 ３億１，８４２万２千円 ３億６，８４９万１千円

旧山都町 　　
収 入 済 額 支 出 済 額

２２億１８１万円 ２２億　　５１５万７千円
国 民 健 康 保 険 ３億１，３２３万３千円 ３億１，４７６万８千円
老 人 保 健 ４億７，２７５万５千円 ４億８，６１８万６千円
簡 易 水 道 １億２，６８８万９千円 １億３，０５３万４千円
一 ノ 木 財 産 区 ４，５８４万２千円  ６１万１千円
早 稲 谷 財 産 区 ３，０２７万３千円 ４４万１千円
一 郷 地 区 町 営 牧 野 管 理 ５２３万４千円 ５１０万円
農 業 集 落 排 水 事 業 ２，２１２万４千円 １，４３６万円
特定環境保全公共下水道事業 ８，５７２万７千円 ２億１，６６２万３千円
介 護 保 険 ２億４，９６０万円 ２億４，２９０万５千円

旧高郷村 　　
収 入 済 額 支 出 済 額

１３億１８２万８千円 １４億１００万７千円
簡 易 水 道 ５，１１８万７千円 １億７，１７６万５千円
国 民 健 康 保 険 １億４，６４５万８千円 １億４，９６５万２千円
老 人 保 健 ２億２，５８３万４千円 ２億３，０８８万３千円
農 業 集 落 排 水 事 業 ７，７４１万９千円 ７，４４８万６千円
介 護 保 険 ９，９６５万８千円 １億２，４３８万３千円

平成１７年度の決算
　平成１７年度の旧５市町村と新市の決算が１２月定例会で認定されました。
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　平成１７年度の旧５市町村の決算は、市町村合併に伴う打ち切り決算です。

〇平成１７年度の旧５市町村の決算状況（平成１７年４月１日から平成１８年１月３日）
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‹歳入› ‹歳出›　目的別 　
区 分 収 入 済 額 区 分 支 出 済 額

市 税 ９億８，８８５万２千円 議 会 費 ８，１４３万８千円
地 方 譲 与 税 ２億３，７３７万２千円 総 務 費 １８億４，７０９万８千円
利 子 割 交 付 金 ４８２万７千円 民 生 費 １７億２，５７６万３千円
配 当 割 交 付 金 ２８１万１千円 衛 生 費 ９億４，５８１万２千円
株式等譲渡所得割交付金 ９４７万７千円 労 働 費 １３万４千円
地 方 消 費 税 交 付 金 １億３，０２２万４千円 農 林 水 産 費 １３億６，７７０万３千円
自 動 車 取 得 税 交 付 金 ４，９９４万５千円 商 工 費 １億１，２８３万２千円
地 方 交 付 税 ９億８，０９０万４千円 土 木 費 １４億２，０５５万円
交通安全対策特別交付金 ４３３万８千円 消 防 費 ６，６６３万６千円
分 担 金 及 び 負 担 金 ７，１３８万８千円 教 育 費 ５億７，５２５万２千円
使 用 料 及 び 手 数 料 １億４，４３８万３千円 災 害 復 旧 費 ４，７４３万５千円
国 庫 支 出 金 ７億２４０万５千円 公 債 費 １６億１，４３０万３千円
県 支 出 金 １０億７，１２２万３千円 諸 支 出 金 ６億２，０００万円
財 産 収 入 １，０６５万４千円 　
寄 附 金 ６１万円 　
繰 入 金 １６億２，１１３万７千円 　
諸 収 入 ３３億４，８４３万８千円 　
市 債 １８億２，０００万円 　
合 計 １１１億９，８９８万８千円 合 計 １０４億２，４９５万６千円

　　
　

会 計 区 分 収 入 済 額 支 出 済 額
国 民 健 康 保 険 事 業 ２１億９，８５４万７千円 １９億　　９５０万８千円
老 人 保 健 事 業 ２９億２，１４６万５千円 ２９億７，９５４万１千円
介 護 保 険 事 業 １３億１，８８５万５千円 １２億４，１７１万６千円
公 有 林 整 備 事 業 ９５７万１千円 ９５７万円
一 郷 地 区 牧 野 管 理 事 業 １３万４千円 ０円
喜多方西部土地区画整理事業 ２億６，４８０万３千円 ２億６，４８０万３千円

塩川駅西土地区画整理事業 ９，００７万３千円 ９，００７万３千円
農 業 集 落 排 水 事 業 １億４，０９７万３千円 １億４，０９７万３千円
下 水 道 事 業 １５億　　７９２万３千円 １５億　　７９２万３千円
熱 塩 加 納 簡 易 水 道 事 業 ５，１６４万４千円 ５，１６４万４千円
山 都 簡 易 水 道 事 業 １億３，０５３万６千円 １億３，０５３万６千円
高 郷 簡 易 水 道 事 業 １億５，９４９万円 １億５，９４９万円
駒 形 財 産 区 １，０７３万９千円 ２９万２千円
一 ノ 木 財 産 区 ４，５２４万１千円 ４万９千円
早 稲 谷 財 産 区 ２，９８３万４千円 ４万２千円

〇平成１７年度新市の一般会計の決算状況（平成１８年１月４日から平成１８年３月３１日）

〇平成１７年度新市の特別会計の決算状況（平成１８年１月４日から平成１８年３月３１日）

　平成１７年度新市の一般会計の決算額は、歳入が１１１億９，８９８万８千円（収納率９８．８％）、歳出が１０４億

２，４９５万６千円（執行率９２．０％）となり、形式収支では７億７，４０３万２千円の黒字、翌年度へ繰り越すべき財

源８，０２９万９千円（繰越明許費）を控除した実質収支は、６億９，３７３万３千円の黒字でした。



事 業 名 事 業 費 事 業 名 事 業 費 事 業 名 事 業 費
総 務 費 農 林 水 産 業 費 　 消 防 費 　
 電子計算機管理経費 ４億８，２７１万８千円  農業振興対策経費 １，３８９万９千円  消防施設整備事業費 ２，４１６万６千円
 合併特例区経費 ２，２０８万円  中山間地域等対策経費 ２億１，３８５万４千円 教 育 費 　
民 生 費 　  水田農業構造改革対策経費 １，００５万３千円  育英経費 １，２５７万８千円
 知的障害者援護経費 ３，２７６万３千円  都市・農山村交流推進経費 ３４４万９千円 英語指導外国青年招致経費 ５７２万３千円
 身体障害者援護経費 ３，２７３万３千円  日中ダム・大深沢ダム負担金 ８億９９８万６千円  コンピュータ教育経費（小中学校） １，１０７万２千円
 重度心身障害者医療費助成経費 ４，１２５万５千円  農業農村施設整備事業費 ４，６５０万４千円  埋蔵文化財発掘調査経費 １４３万６千円
 在宅介護支援センター運営経費 １，０１４万９千円  農業集落排水事業費 ７，５０３万３千円 災 害 復 旧 費 　
 老人保護措置経費 ２，８９６万８千円  林業振興対策経費 ２，０６３万８千円  現年度農業施設災害復旧事業費 ３，４９１万８千円
 介護予防地域支え合い経費 １，２９７万３千円 商 工 費 　  過年度農業施設災害復旧事業費 ４２９万９千円
 太極拳による高齢者の健康づくり経費 ２４３万８千円  中小企業振興対策経費 ５８５万１千円  現年度道路災害復旧事業費 ８２１万８千円
 太極拳のまち推進経費 ７６万３千円  観光施設整備事業費 ７３７万７千円 公 債 費 　
衛 生 費 　  保養施設管理経費 ５，１１０万８千円  長期債償還元金 １３億３，９２４万８千円

 予防経費 １，６６９万７千円 土 木 費 　
 清流計画事業費 ３５２万２千円  道路橋梁維持経費 ２，０６２万９千円
 老人保健経費 ６４２万９千円  除雪経費 ３億２，２１８万４千円

 浄化槽設置整備経費 ２，５７５万６千円  みんなの道づくり経費 ３９９万８千円
 塵芥処理経費 ４，６９０万７千円  村松・下岩崎線道路整備事業費 ７１２万１千円
労 働 費 　  芦平・萩平線道路整備事業費 １，５７０万６千円
 雇用促進対策経費 １万７千円  清水・立岩線道路整備事業費 １，６８６万８千円

 道路改良事業費 ４，５７２万６千円
 土地区画整理事業費 ３億３，３２１万２千円

 坂井・四ツ谷線街路事業費 ６，５３８万円
　 　 　 　

〇平成１７年度新市の主な事業（平成１８年１月４日から平成１８年３月３１日）



起債制限比率 公債費比率 実質公債費比率 経常収支比率 財政力指数

11.0% 14.3% 21.1% 87.8% 0.355

用 語 の 意 味

【起債制限比率】
　地方債の許可制限に係る指標で、２０％以上になると、地方債の発行が国から制限されます。
　なお、平成１８年度からは実質公債費比率が地方債発行の指標として用いられるようになります。

【公債費比率】
　市税や地方交付税等の一般財源のうち、どれだけ借入金返済に回されたかを表す指標で、一般家庭に例えると定期収入に対するローン返済の割合です。
　１５％を超えると注意が必要な状態、２０％以上になると危険な状態となります。

【実質公債費比率】
　平成１８年度より新たに導入された指標で、公債費比率と同様ですが、公債費比率は普通会計が対象であるのに対し、実質公債費比率は市の全会計及び一部事
務組合の会計が対象です。１８％以上になると地方債の発行に国の許可が必要となり、２５％を超えると単独事業の地方債の発行が認められなくなります。

【経常収支比率】
　経常的な一般財源に対して、経常的経費（公債費や扶助費、人件費など）がどれぐらいかを表したもので、数値が高いほど財政的に弾力性がないことを意味します。
　一般的には７０％から８０％程度が望ましいとされています。
　
【財政力指数】
　財政力の強弱を示すものであり、一般財源の必要額に対して市民税等の一般財源収入額がどの程度確保されているかを測るもので、指数が高いほど財政的に
裕福な団体となります。

【繰越明許費】
　歳出予算の経費のうち、特別な事由により当該年度内に支出が終わらない見込みがあるものについて、翌年度に繰り越して使用するものを言います。

〇平成１７年度の財 政 指 標

※　旧５市町村と新市の決算額を合算して算出したものです。


